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各 位 

会 社 名 株式会社シャノン 

代表者名 代表取締役社長 中村  健一郎 

（コード番号：3976 東証グロース） 

問合せ先 執行役員 CFO兼経営管理本部長 友清学 

（電話番号：03-6743-1551） 

 

連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

 

当社（以下「シャノン」という。）は、2024年10月 30日開催の取締役会決議において、後藤ブランド株式

会社（以下「後藤ブランド」という。）の全株式を、株式会社染谷家具店に譲渡することを決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．株式譲渡の理由 

当社は、マーケティング支援システムである「SHANON MARKETING PLATFORM」を中心に、広告運用DSPサービ

スである「SHANON Ad Cloud」、CMSソリューションである「vibit CMS Cloud」等のマーケティング関連ソリュ

ーションを自社開発し、提供しております。後藤ブランドが提供する広告代理店の人的なサービスはシャノン

の既存事業とシナジーが高いと考えておりましたが、直近の事業環境等を踏まえて経営資源を自社のソリュー

ションに集中させることが、さらなる当社の事業発展に繋がるとの結論に至り、後藤ブランドの全株式を譲渡

することを決定いたしました。なお、本株式譲渡により、後藤ブランドは当社連結子会社から除外されます。 

 

２．異動する子会社（後藤ブランド株式会社）の概要 

（１） 名 称 後藤ブランド株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂四丁目８番20号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 後藤 晴伸 

（４） 事 業 内 容 広告事業 

（５） 資 本 金 1,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 2014 年９月 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社シャノン  100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社の連結子会社であります。 

人 的 関 係 当社より取締役１名、監査役１名を派遣しております。 

取 引 関 係 

当社は広告運用業務に関する代理販売を行っておりま

す。 

後藤ブランドより広告運用業務の一部を受注しておりま

す。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態                 （単位：千円） 

決算期 2022 年８月期 2023年８月期 2024年８月期 

 純 資 産 △30,194 23,869 35,109 

 総 資 産 165,849 187,979 183,216 

 １ 株 当 た り 純 資 産 － 23,869 35,109 

 売 上 高 444,271 189,264 191,749 

 営 業 利 益 12,936 46,659 45,127 



   
 

 経 常 利 益 16,944 48,178 45,464 

 当 期 純 利 益 12,936 44,512 11,240 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 12,936 44,512 11,240 

 １ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

 

３．株式譲渡の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社染谷家具店 

（２） 所 在 地 千葉県習志野市実籾四丁目４番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 染谷真良  

（４） 事 業 内 容 家具及び付属品の販売並に之に附帯する業務 

（５） 設 立 年 月 日 昭和28年8月20日 

（６） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 後藤ブランドに広告運用業務等を発注しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

注）「資本金」「直前事業年度の純資産及び総資産」「大株主及び持株比率」については譲渡先の意向により非

開示としています。 

 

 

４．譲渡株式数，譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 1,000 株（議決権の数：1,000 個、議決権所有割合：100.0％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 1,000 株 

（３） 譲 渡 価 額 17,000万円 

（４） 譲渡後の所有株式数 0株（議決権の数：０個、議決権所有割合：0.0％） 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024 年10月30日 

（２） 契 約 締 結 日 2024 年10月30日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024 年10月31日（予定） 

 

６．今後の見通し 

当該子会社の株式譲渡が当社グループの連結業績へ与える影響及び開示基準を超える収益又は損失の計上が

見込まれるか否かにつきましては現在精査中であり、明らかになった時点で速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


